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1.　背　　　景
　2015 年 4 月 1 日より始まる事業年度以降，社
会福祉法人はその経営実態を明らかにする決算書
について，2012 年 4 月に改正された社会福祉法
人会計基準を全面的に適用することとなっている。
すなわち，2016 年 3 月期の決算では基本的には
会計基準が統一された決算書ということになる。
　2012 年 4 月に改正された社会福祉法人会計基
準による会計制度が現在運用されているが，その
制度評価には一定期間を有する。
　そこで，本稿は，2012 年 4 月に改正された社
会福祉法人会計基準の制度設計にあたる部分，す
なわち制度設定の背景や 2012 年 4 月に改正され
た社会福祉法人会計基準の内容について検討する
ことにしたい。
　そうした検討の初端は 2015 年 10 月以降に発覚
した旭化成建材株式会社の不正である。不正はい
わゆる設計段階の重要な瑕疵であり，建築し，利
用している現在では取り返しのつかない事件とも
なっている。
　もちろん，2012 年 4 月に改正された社会福祉
法人会計基準がそうだというわけではないが，制
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度設計を十分に認識しておくことは制度運用と制
度評価に資する前提にあたるからである。
　そうした趣旨のもとで，2012 年 4 月に改正さ
れた社会福祉法人会計基準の制度設計を読解する
資料として，2011 年 7 月 27 日に厚生労働省雇用
均等・児童家庭局，社会・援護局，障害保健福祉
部，老健局の 4局が合同で発表した「社会福祉法
人の新会計基準について（H23.7）」という説明資
料が存在する 1）。この説明資料が 2012 年 4 月に
改正された社会福祉法人会計基準の制度設計の原
資料として適当と判断し，検討することとしたい。
　まず，「社会福祉法人の新会計基準について
（H23.7）」（以下，『説明資料』と略称する）の構
成は図表 1のとおりである。
2.　2012 年 4 月に改正された社会福祉
法人会計基準を設定する背景と目的
　『説明資料』では，2012 年 4 月に改正された社
会福祉法人会計基準（以下，「2012 年社会福祉法
人会計基準」と略称する）を作成する背景と目的
が示されている。そこでは 3点が指摘されている
が，最初に「会計ルール併存の解消による事務簡
素化」として次のように記されている。
社会福祉法人の会計処理については，平成
12 年度以降，「社会福祉法人会計基準」のほ
か，「指導指針」（略称）や「老健準則」（略
称）等，様々な会計ルールが併存しており，
事務処理が煩雑，計算処理結果が異なる等の
問題が指摘されている。
　これまでの社会福祉法人における会計制度ほど，
複数の会計基準が存在しているものはないといっ
ても過言ではない。社会福祉法人においては，
『説明資料』に記載されている会計基準も含めて
次のような会計基準が存在していた。
　a.　2000 年制定　社会福祉法人会計基準
　b.　1976 年制定　経理規程準則
　c.　2000 年制定　指定介護老人福祉施設等に係
る会計処理等取扱指導指針
　d.　2001 年制定　授産施設会計基準
　e.　2000 年制定　介護老人保健施設会計・経理
準則
　f.　1995 年制定　指定老人訪問看護の事業及び
指定訪問看護の事業の会計・経理準則
　g.　2006 年制定　就労支援事業会計処理基準
　こうした複数の会計基準が存在することによっ
て，会計・経理にかかわる事務作業は，社会福祉
法人にとって煩雑，複雑であったと考えられる。
　さらには，基準の違いから派生する会計処理の
方法などにより計算結果が異なるということが，
「2012 年社会福祉法人会計基準」を新たに制定す
る第一の背景としてあげられている。
　また，「社会経済状況の変化」として以下のよ
うに説明している。
　民間非営利法人の健全な発展は社会の要請
であり，社会福祉法人は，その取り巻く社会
経済状況の変化を受け，一層効率的な法人経
営が求められること，また，公的資金・寄附
金等を受け入れていることから，経営実態を
より正確に反映した形で国民と寄付者に説明
する責任があるため，事業の効率性に関する
情報の充実や事業活動状況の透明化が求めら
れる。
図表 1　厚生労働省雇用均等・児童家庭局，社会・援護局，
障害保健福祉部，老健局の 4局が合同で発表した
「社会福祉法人の新会計基準について（H23.7）」
の構成
1.　新基準を作成する背景と目的
2.　新基準の基本的な考え方
3.　新基準の構成
4.　新基準における主な改正点
　（1）適用範囲の一元化
　（2）計算書類の簡素化
　（3）区分方法の変更
　（4）財務諸表等の作成
　（5）その他の主な変更点
5.　移行期間について
　参考 1.　附属明細書の考え方
　参考 2.　財務諸表注記の充実
　参考 3.　「区分方法の変更」の事例による説明
　参考 4.　主な変更内容
　参考 5.　既存通知の取扱い
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　この説明には，会計基準を制定するうえで重要
な背景がふたつある。ひとつは，社会福祉法人が
一層効率的な法人経営が求められること，ひとつ
は，社会福祉法人には事業の効率性に関する情報
の充実や事業活動状況の透明化が求められること，
である。
2.1.　効率的な法人経営について
　『説明資料』では，一層効率的な法人経営が求
められる要因を，社会福祉法人の取り巻く社会状
況に求めている。社会状況の変化とはどのような
ものか。
　社会福祉法人を取り巻く社会経済環境は，以下
の点に集約されると思われる 2）。
　1.　1980 年代以降の急速な少子高齢化等に加え，
2008 年代には団塊の世代の高齢化を迎えている。
65 歳以上の高齢者数は，2025 年には 3,657 万人
となり，2042 年にピークを迎えると予測されて
いる（3,878 万人）。
　2.　65 歳以上の高齢者においては，認知症の高
齢者が増加していく傾向にあり，また，世帯主が
65 歳以上の単独世帯や夫婦のみの世帯が増加し
ていく。75歳以上人口は，都市部で急速に増加し，
もともと高齢者の人口の多い地方でも緩やかに増
加していくと見込まれている。
　3.　また，経済基調の変化に伴う終身雇用慣行
の変化の中で，失業者や非正規雇用労働者，就職
困難者が，特に若年層を中心に増加している。現
役世代に対する社会保険や企業の福利厚生などに
よる支えが得られ難い傾向にある。
　4.　公的な福祉サービスは，分野ごとに飛躍的
に充実してきた。とはいえ，昨今の社会情勢の中
では，制度によるサービスだけでは対応できない
課題（単身高齢者に対する見守りや，ひきこもり
の者に対する支援など）が顕在化している。
2.2.　情報開示の充実や活動状況の透明性について
　『説明資料』は，社会の要請として，社会福祉
法人には事業の効率性に関する情報の充実，事業
活動状況の透明化が求められるとしている。それ
は，社会福祉法人が公的資金・寄附金等を受け入
れていることから，経営実態をより正確に反映し
た形で説明する責任があるからである。社会福祉
法人をめぐっての財務等に関しては，「2012 年社
会福祉法人会計基準」の制定前後から次のような
指摘がなされている 3）。
　2.2.1　内部留保に関する指摘について
　2011 年 7 月に社会福祉法人が黒字をため込ん
でいるという報道がなされ，同年 12 月の社会保
障審議会介護給付費分科会においては，特別養護
老人ホーム１施設当たり平均約 3.1 億円の内部留
保（2010 年度決算ベース）があることが指摘さ
れた。これを受けて，2012 年７月には財務省予
算執行調査，2013 年 10 月には会計検査院による
検査が行われた。
　2.2.2　規制改革会議における議論について
　規制改革会議では，社会福祉法人が補助金や税
制優遇を受けていながら財務諸表の公表がなされ
ていないことが指摘され，規制改革実施計画
（2013 年 6 月 14 日閣議決定）において，① 2012
年度分の財務諸表の公表指導と状況調査，②
2013 年度分以降の財務諸表について，すべての
社会福祉法人における公表が提言された。
　なお，2012 年度分財務諸表の公表状況につい
ては，2013 年 9 月 30 日に規制改革会議において
厚生労働省による調査結果が報告されたが，ホー
ムページ又は広報誌のいずれかで公表を行った社
会福祉法人が全体の 52.4％にとどまった。
　また，2013 年 10 月以降は，「介護・保育事業
等における経営管理の強化とイコールフッティン
グ」が重点課題とされ，次のような議題が提示さ
れた。
　①社会福祉法人の財務諸表の開示や経営管理体
制の強化
　②特別養護老人ホームの参入規制の見直し
　③株式会社や NPO が同種の事業を展開する場
合の財政措置の見直し
　2014 年 4 月 16 日，社会福祉法人に対して，①
社会福祉法人の財務諸表の開示や経営管理体制の
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強化と，②社会貢献の義務化を内容とする意見書
が公表された。
2.2.3　社会保障制度改革国民会議等の提言につ
いて
　日本再興戦略（2013 年 6 月 14 日閣議決定）で
は，規制改革会議の答申等を受け，社会福祉法人
の財務諸表の公表推進，法人規模拡大の推進等の
経営を高度化するための仕組みの構築を実施すべ
きとされている。
　また，2013 年 8 月にとりまとめられた社会保
障制度改革国民会議報告書においては，社会福祉
法人制度について，①医療法人・社会福祉法人に
ついて，非営利性や公共性の堅持を前提としつつ，
例えばホールディングカンパニーの枠組みのよう
な法人間の合併や権利の移転等を速やかに行うこ
ととなった。
　さらに，『説明資料』はその目的に，「分かりや
すい会計基準の作成」として，以下をあげている。
これらのことから，簡素で国民に分かりやす
い新たな社会福祉法人会計基準（以下，「新
基準」という。）を作成し，会計処理基準の
一元化を図るものである。
　会計基準の特質として，簡素で国民に分かりや
すい基準が目指せるのかどうか……疑問でならな
い表現である。
　翻って，『説明資料』には，「新基準の作成にさ
いしては，日本公認会計士協会に委員派遣を依頼
し……」とある。これがわかりやすさの根拠なの
だろうか。また，社会福祉法人会計基準検討委員
会を 2008 年 4 月から 2011 年 3 月の全 25 回にわ
たる長期間にかけて検討し，公認会計士を委員と
して，厚生労働省がオブザーバーとして参画し，
民間企業の明治安田生活福祉研究所が事務局とし
たことが参考に記されている。残念ながら，わか
りやすさのエビデンスにはなっていない。
　おそらく，社会福祉法人を取り巻いていた乱立
気味の会計基準を背景に，ひとつの会計基準に一
本化したという結論についてはわかりやすい側面
があり，それが体現された形であろうか。また，
以下の記述が『説明資料』にあるが，これをもっ
て「簡素」，「わかりやすい」という論旨はいささ
か無理があるように思われる。
現行の関係基準の他に，公益法人会計基準
（平成 20 年 4 月）に採用されている会計手法
を導入するとともに，企業会計原則等も参考
に作成を行ったものである。
　むしろ，この一文が意味するところは，公益法
人会計基準に採用されている会計手法が導入され
ているという指摘である。公益法人会計基準は
2004 年に改正されたのち，時をあまり置かずし
て 2008 年にもう一度改正されている。その改正
において，会計基準の体系が整理していること。
その流れは社会福祉法人会計基準にも反映されて
いることになる。
3.　社会福祉法人会計基準の基本的な考え方
　『説明資料』では，「新基準の基本的な考え方」
として，まず，以下のように記述している。
社会福祉法人が行う全ての事業（社会福祉事
業，公益事業，収益事業）を適用対象とする。
　これまでの社会福祉法人の会計については，社
会福祉事業を行うことを基本として社会福祉福祉
事業を写像するための会計基準，例えば病院事業
を行っている場合には病院会計準則など病院事業
を写像する会計基準などを用いながら，法人全体
の決算を行っていた。それに対して，「2012 年社
会福祉法人会計基準」では社会福祉法人のすべて
の事業を網羅することを表明している。上記の指
摘は個別の会計処理等にも反映されることになる
が，顕著に表れるのは最終的な決算書である。
　もちろん，「2012 年社会福祉法人会計基準」に
おける資金収支計算書，事業活動計算書，貸借対
照表は基本的なフォームによる作成を第一に指示
している。そのうえで，事業別の計算書を内訳表
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として求めているのが特徴的である。損益計算書
にあたる事業活動計算書関連で確認すれば，以下
の図表 2，図表 3のとおりである。
図表 2　2012 年社会福祉法人会計基準の事業活動計算書
事業活動計算書
（自）平成　　年　　月　　日　　　（至）平成　　年　　月　　日
（単位：円）
勘定科目 当年度決算（A）前年度決算（B） 増減（A）－（B）
サ
ｰ
ビ
ス
活
動
増
減
の
部
収
益
介護保険事業収益
老人福祉事業収益
児童福祉事業収益
保育事業収益
就労支援事業収益
障害福祉サービス等事業収益
生活保護事業収益
医療事業収益
○○事業収益
○○収益
経常経費寄附金収益
その他の収益
サービス活動収益計（1）
費
用
人件費
事業費
事務費
就労支援事業費用
授産事業費用
○○費用
利用者負担軽減額
減価償却費
国庫補助金等特別積立金取崩額 △××× △×××
徴収不能額
徴収不能引当金繰入
その他の費用
サービス活動費用計（2）
　サービス活動増減差額（3）＝（1）－（2）
サ
ｰ
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部
収
益
借入金利息補助金収益
受取利息配当金収益
有価証券評価益
有価証券売却益
投資有価証券評価益
投資有価証券売却益
その他のサービス活動外収益
サービス活動外収益計（4）
費
用
支払利息
有価証券評価損
有価証券売却損
投資有価証券評価損
投資有価証券売却損
その他のサービス活動外費用
サービス活動外費用計（5）
　サービス活動外増減差額（6）＝（4）－（5）
経常増減差額（7）＝（3）＋（6）
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図表 3　2012 年社会福祉法人会計基準の事業活動内訳表
事業活動内訳表
（自）平成　　年　　月　　日　　　（至）平成　　年　　月　　日
（単位：円）
勘定科目 社会福祉事業 公益事業 収益事業 合計 内部取引消去 法人合計
サ
ｰ
ビ
ス
活
動
増
減
の
部
収
益
介護保険事業収益
老人福祉事業収益
児童福祉事業収益
保育事業収益
就労支援事業収益
障害福祉サービス等事業収益
生活保護事業収益
医療事業収益
○○事業収益
○○収益
経常経費寄附金収益
その他の収益
サービス活動収益計（1）
費
用
人件費
事業費
事務費
就労支援事業費用
授産事業費用
○○費用
利用者負担軽減額
減価償却費
国庫補助金等特別積立金取崩額 △××× △××× △××× △××× △×××
徴収不能額
徴収不能引当金繰入
その他の費用
サービス活動費用計（2）
　サービス活動増減差額（3）＝（1）－（2）
特
別
増
減
の
部
収
益
施設整備等補助金収益
施設整備等寄附金収益
長期運営資金借入金元金償還寄附金収益
固定資産受贈額
固定資産売却益
その他の特別収益
特別収益計（8）
費
用
基本金組入額
資産評価損
固定資産売却損・処分損
国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等） △××× △×××
国庫補助金等特別積立金積立額
災害損失
その他の特別損失
特別費用計（9）
　特別増減差額（10）＝（8）－（9）
当期活動増減差額（11）＝（7）＋（10）
繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部
前期繰越活動増減差額（12）
当期末繰越活動増減差額（13）＝（11）＋（12）
基本金取崩額（14）
その他の積立金取崩額（15）
その他の積立金積立額（16）
次期繰越活動増減差額（17）＝（13）＋（14）＋（15）－（16）
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　「新基準の基本的な考え方」ではさらに次の考
え方を示している。
法人全体の財務状況を明らかにし，経営分析
を可能にするとともに，外部の情報公開にも
資するものとする。
　「2012 年社会福祉法人会計基準」の一つの着地
点は，社会福祉法人全体の経営状況の把握にある。
その点から，法人全体の財務状況を明らかにする
指摘は当然のことである。
　また，「経営分析を可能にする」という指摘が
あり，これは特徴的といえる。経営分析に資する
会計基準とはどのようなことを想定しているので
あろうか。経営分析は，狭義には財務諸表分析で
あり，主目的は以下の 2点に集約される 4）。
　（1）経営者が，法人の経営活動の結果を財務諸
表により評価し，将来の経営方針や経営計画を正
サ
ｰ
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部
収
益
借入金利息補助金収益
受取利息配当金収益
有価証券評価益
有価証券売却益
投資有価証券評価益
投資有価証券売却益
その他のサービス活動外収益
サービス活動外収益計（4）
費
用
支払利息
有価証券評価損
有価証券売却損
投資有価証券評価損
投資有価証券売却損
その他のサービス活動外費用
サービス活動外費用計（5）
　サービス活動外増減差額（6）＝（4）－（5）
経常増減差額（7）＝（3）＋（6）
特
別
増
減
の
部
収
益
施設整備等補助金収益
施設整備等寄附金収益
長期運営資金借入金元金償還寄附金収益
固定資産受贈額
固定資産売却益
事業区分間繰入金収益
事業区分間固定資産移管収益
その他の特別収益
特別収益計（8）
費
用
基本金組入額
資産評価損
固定資産売却損・処分損
国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等） △××× △××× △××× △××× △×××
国庫補助金等特別積立金積立額
災害損失
事業区分間繰入金費用
事業区分間固定資産移管費用
その他の特別損失
特別費用計（9）
　特別増減差額（10）＝（8）－（9）
当期活動増減差額（11）＝（7）＋（10）
繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部
前期繰越活動増減差額（12）
当期末繰越活動増減差額（13）＝（11）＋（12）
基本金取崩額（14）
その他の積立金取崩額（15）
その他の積立金積立額（16）
次期繰越活動増減差額（17）＝（13）＋（14）＋
（15）－（16）
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しく立てることができるようにすること
　（2）法人を取り巻く外部の利害関係者が，法人
の財務諸表をもとに，法人の収益性や安全性を確
かめること
　『説明資料』ではその詳細な説明はされていな
い。おそらく，ひとつの解答は，（1）の内部分析，
（2）の外部分析のいずれのことも想定していると
いうことになろう 5）。
　さらには，「外部の情報公開にも資するように
する」という指摘もされている。これについては，
前述したように，内部留保の問題等，一部でいわ
れる社会福祉法人の経営の不透明さに端を発して
いるものであろう。会計基準は法人の経営活動の
写像として，決算書を作成するための作成基準と
いう側面と，決算書を報告するための報告基準と
しての側面を持ち合わせている。『説明資料』は，
後者に対する会計基準の役割期待を表現したもの
と判断される。
　『説明資料』における「新基準の基本的な考え
方」の最後は，次のような文言となっている。
新基準の作成に際しては，既存の社会福祉法
人会計基準，指導指針，就労支援会計基準，
及びその他会計に係る関係通知，公益法人会
計基準（平成 20 年４月），企業会計原則等を
参考とする。
　『2014 年社会福祉法人会計基準』の作成にあ
たって，参考とする会計基準について確認したも
のである。まず，これまでの社会福祉法人にかか
わる会計基準，会計準則，処理基準等を想定して
いる。再掲となるが，以下が関連基準である。
　a.　2000 年制定　社会福祉法人会計基準
　b.　1976 年制定　経理規程準則
　c.　2000 年制定　指定介護老人福祉施設等に係
る会計処理等取扱指導指針
　d.　2001 年制定　授産施設会計基準
　e.　2000 年制定　介護老人保健施設会計・経理
準則
　f.　1995 年制定指定　老人訪問看護の事業及び
指定訪問看護の事業の会計・経理準則
　g.　2006 年制定　就労支援事業会計処理基準
　また，2008 年の公益法人会計基準についても
明記されている。おそらく，社会福祉法人が公益
性を有する法人であるからにほかならない。また，
医療・介護・福祉事業等は，なにも社会福祉法人
のみに与えられた特権ではなく，NPO 法人など
も参入可能である。その意味で，公益法人会計基
準に歩み寄る形の社会福祉法人会計基準が必要と
なったのではないか。医療・介護・福祉事業等全
体を今後把握するうえで，できる限り会計基準を
整備するための一環と思われる。
　h.　企業会計基準
　i.　国際会計基準
　j.　2004 年改正　病院会計準則
　また，医療・介護・福祉事業等は，医療法人そ
して株式会社の参入も同然ありうる。企業会計原
則をあげているのはその表れと思われるが，上記
のような会計基準をどのように勘案したかは検討
の余地があるように思われる。
【注】
1） 厚生労働省（2011），「社会福祉法人の新会計基準について」。
2） 厚生労働省（2014），「社会福祉法人制度の見直しについて
（案）」厚生労働省　社会福祉法人の在り方等に関する研究
会第 12 回資料，pp.10 〜 16，2014 年 6 月 16 日。
 本文においては，社会福祉法人をめぐる社会経済環境につ
いて示しているが，以下は，介護保険制度，障害支援制度，
子ども子育ての制度，生活困窮者自立支援法の制定の状況
についてである。
　　（介護保険制度の状況）
　　○介護保険制度は，2000 年に全面施行され，在宅サービス
を中心に着実に利用者が増加している。2025 年には，約 5.5
人に 1 人が 75 歳以上となり，認知症の高齢者の割合や，世
帯主が高齢者の単独世帯・夫婦のみの世帯の割合が増加し
ていくと推計されている。また，介護の場所について希望
を調査したアンケートによれば，従来のような施設への入
所ではなく，自宅での介護を希望する人が 70％を超えてい
る。
　　○こうした社会構造の変化や利用者のニーズに応えるため，
高齢者介護分野を中心に，「地域包括ケアシステム」の実現
が目指されており，2005 年の介護保険法の改正では，地域
密着型サービスの導入や地域包括支援センターの創設，
2012 年には，定期巡回・随時対応型訪問介護看護や複合型
サービスの創設，2014 年の通常国会に提出された介護保険
法の改正案では，地域支援事業の充実や，特別養護老人
ホームの中重度の要介護者への重点化等が盛り込まれてい
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る。
　　※地域包括ケアシステム……重度な要介護度状態になって
も，住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで
続けられるよう，概ね 30 分以内に必要なサービスが提供さ
れる中学校区などの日常生活圏域内において，医療，介護，
予防，住まい，生活支援が切れ目なく提供される体制のこ
と。
　　（障害者支援制度の状況）
　　○障害者支援制度については，支援費制度を改善し，2005
年に障害者自立支援法が成立し，①身体障害，知的障害，
精神障害といった障害の種別にかかわらず，一元的に福祉
サービスを利用できる仕組みの構築，
　　②利用者本位のサービス体系への再編，③就労支援の抜本
的強化等が行われている。
　　○ 2012 年に，「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活
及び社会生活を総合的に支援するための法律」（「障害者総
合支援法」という。）に改める法律が成立し，重度訪問介護
や地域移行支援の対象拡大，地域生活支援事業における必
須事業の追加といった障害者に対する支援の充実等が行わ
れている。
　　（子ども・子育て制度の状況）
　　○ 2010 年度から 2014 年度までの 5 年間について，少子化
対策大綱（「子ども・子育てビジョン」。平成 22 年 1 月 29
日閣議決定）が策定され，総合的な子育て支援が推進され
ている。
　　○ 2012 年 8 月には，社会保障・税一体改革の中で，子ども
子育て関連三法が成立しており，2015 年 4 月 1 日から，①
認定こども園，幼稚園，保育所を通じた共通の給付（「施設
型給付」）及び小規模保育等への給付（「地域型保育情に応
じた子ども・子育て支援の充実が施行される予定となって
いる。
　　（生活困窮者自立支援法の制定）
　　○ 2013 年に生活保護法の一部を改正する法律及び生活困窮
者自立支援法が成立し，①最後のセーフティネットである
生活保護において，就労・自立支援の強化等を行うことや，
②生活保護に至る前の生活困窮者の支援として，総合相談，
居住支援，就労準備支援事業等を実施するなど，第二の
セーフティネットの充実・強化を行うこととされている。
3） 同上資料，pp.17-22。
4） 新井清光・川村義則（2014）,『現代会計学』中央経済社，p.
263.
5） 日本公認会計士協会から以下の報告書がまとめられるなど，
『説明資料』の影響，波及はこうした点にも散見される。
　　日本公認会計士協会（2014），非営利法人委員会研究報告第
27 号「社会福祉法人の経営指標〜経営状況の分析とガバナ
ンス改善に向けて〜」日本公認会計士協会。
付記　なお，本稿は，文部科学省科学研究費　課題
番号 2638024（研究代表者　井出健二郎）の成果の一
部である。
（2016 年 1 月 31 日　受稿）2016 年 2 月 2 日　受理
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